
業務規程及び送配電等業務指針
変更案の概要について

２０２２年３月３０日

電力広域的運営推進機関
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◼ 再生可能エネルギーの主力電源化等を踏まえた設備形成等を行うため、業務規程及び送配電等業
務指針を変更します。

◼ 主な変更のポイントは以下のとおりです。背景、変更内容等については、それぞれの変更に関するスライド
にて説明します。なお、以下の変更以外に、技術的な規定の変更等も実施しております。

業務規程及び送配電等業務指針の変更案の概要

1. 計画策定プロセスの検討開始要件に関する規定の変更（業務規程、送配電等業務指針）
【スライド２～２７】

• マスタープランを踏まえた計画策定プロセスの検討開始等に関する変更

2. Ｎ－１電制本格適用に関する規定の変更（業務規程、送配電等業務指針）【スライド２８～
３９】

• Ｎ－１電制の本格適用に関する変更
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1. 計画策定プロセスの検討開始要件に関する規定の変更（業務規程、送配電等業務指針）
【スライド２～２７】

• マスタープランを踏まえた計画策定プロセスの検討開始等に関する変更

2. Ｎ－１電制本格適用に関する規定の変更（業務規程、送配電等業務指針）【スライド２８～
３９】

• Ｎ－１電制の本格適用に関する変更



3１ 計画策定プロセスの検討開始要件に関する規定の変更の背景

広域機関では、再生可能エネルギーの主力電源化及び電力レジリエンス強化に資する次世代型ネットワークへ
の転換に向け、系統設備形成、系統利用のあり方の検討を進めている。

※１ 評価算定期間内の年度毎の費用と便益を想定し、現在と将来の貨幣価値を合わせるため、 割引率により将来の貨幣価値を現在価値に換算し、
合計した費用及び便益により評価する。 便益としては、広域メリットオーダーに基づいた潮流シミュレーションの結果により系統を増強した場合
（With）と増強しない場合（Without）の総コストの差分（燃料費削減やCO2対策費削減等）を算出。

※２ 既存系統を有効活用し早期の再エネ導入を進める「日本版コネクト＆マネージ」の取組の1つであるノンファーム型接続について、2021年1月より全
国の空き容量の無い基幹系統に適用（2022年4月以降の接続検討申込み分から空き容量のある基幹系統に対してもノンファーム型接続へ移行
する方向）。

将来の電源導入の見込みとの協調を図りつつ判断する設備形成や、混雑を許容した系統利用ルール
へ移行していくことを踏まえると、広域連系系統の設備形成に係る現行の計画策定プロセスの検討開始
要件の変更等が必要。

• 広域連系系統の設備形成は、マスタープランとして系統のあるべき姿を示し、将来の電源導入の見込み
から系統混雑を想定し、費用便益評価※１により系統増強を判断する規律に移行。

• 電源の接続に伴う系統増強も、都度の電源申込みや系統混雑の過去実績のみで判断するのでは
なく、将来の電源導入の見込みとの協調を図りつつ判断する設備形成を目指しており、系統利用に
ついては混雑を許容するルール※２に移行。
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［変更内容］

（計画策定プロセスの開始要件の変更等）

• 将来の電源の開発動向を基に広域連系系統の混雑を把握し費用便益評価を行った結果、系統の

混雑を緩和（系統増強）することによる便益が系統増強の費用を上回る場合、広域機関は計画

策定プロセスを開始する旨規定（マスタープランから整備計画を具体化）するとともに、広域連系系

統の過去の混雑実績を指標とした要件等を削除

• 電気供給事業者は広域連系系統の混雑により発電設備等の出力に制限が生じており、制限される

ことで事業性に影響すると判断した場合、系統増強するよう申し出ることができる旨規定するとともに、

電気供給事業者の提起のうち「広域的取引の環境整備に関する提起」及び「電源設置に関する提

起」に関する規定を削除

• 計画策定プロセスにおけるファーム電源を募集する仕組みである「電気供給事業者の募集手続き」に

関する規定を削除

（その他）

• 業務規程及び送配電等業務指針の記載を適正化（主に送配電等業務指針から業務規程に移

設）

１ 計画策定プロセスの検討開始要件に関する規定の変更の内容①



5１ 計画策定プロセスの検討開始要件に関する規定の変更の内容②

［変更内容］

【業務規程第２６条、第５１条、第５２条、第５３条、第５４条、第５６条、第５８条、

第５９条、第６０条、第６１条、第７２条】＜変更＞

【業務規程第４８条の２、第５１条の２、第５１条の３、第５１条の４、第５６条の２、

第５６条の３、第５６条の４、第５９条の２、第５９条の３】＜新設＞

【業務規程第５７条、第６６条、第７３条】＜削除＞

【送配電等業務指針第３４条、第４２条、第４３条、第４６条、第４７条、第４８条、第５３条、

第８５条、第９１条、第１２０条】＜変更＞

【送配電等業務指針第３４条の２、第４２条の２】＜新設＞

【送配電等業務指針第３２条、第３３条、第３５条、第３６条、第３７条、第３８条、第３９条、

第４０条、第４１条、第４４条、第４５条、第４９条、第５０条、

第５１条】＜削除＞

※下線付きの条文は、変更の内容が「記載の適正化」のみの条文



6（参考）マスタープラン策定の基本方針

再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会
電力ネットワークの次世代化に向けた中間とりまとめ（2021年9月3日）から抜粋



7（参考）マスタープランに基づく基幹系統の増強判断方法

再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会
電力ネットワークの次世代化に向けた中間とりまとめ（2021年9月3日）から抜粋



8（参考）混雑の解消による便益のイメージ

第13回 広域連系系統のマスタープラン及び系統利用ルールの在り方等に関する検討委員会（2021年10月22日）資料2から抜粋
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再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会
電力ネットワークの次世代化に向けた中間とりまとめ（2021年9月3日）から抜粋

（参考）既存系統の有効活用（ノンファーム型接続）について
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＜変更前＞ ＜変更後＞【業務規程】 【業務規程】

（参考）計画策定プロセスの検討開始要件に関する規定の変更の内容
（新旧対照表：業務規程）①

（供給計画の案に基づく調整）

第２６条 （略）

２ （略）

３ 本機関は、第１項の確認において、会員の流通設備の整備

計画（以下「流通設備計画」という。）について、第５１条

第１号の規定に該当すると認めるときは、第６章第３節に定

める計画策定プロセスを開始する。

（供給計画の案に基づく調整）

第２６条 （略）

２ （略）

３ 本機関は、第１項の確認において、会員の流通設備の整備計

画（以下「流通設備計画」という。）について、第５１条第

１号又は第２号ア若しくはウの規定に該当すると認めるとき

は、第６章第３節に定める計画策定プロセスを開始する。

変更の内容が、「記載の適正化」のみの条文は掲載省略。
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＜変更前＞ ＜変更後＞【業務規程】

（計画策定プロセスの開始）
第５１条 本機関は、次の各号のいずれかに該当すると認める
場合には、計画策定プロセスを開始する。
一 本機関が、次のア又はイの観点に基づく、送配電等業務指
針で定める検討開始要件に該当すると認めた場合
ア 安定供給 大規模災害等により、複数の発電機の計画外
停止その他一般送配電事業者たる会員の供給区域の供給力
が大幅に喪失する事態が発生した場合において、一般送配
電事業者たる会員の供給区域間の電力の融通により安定供
給を確保する観点

イ 広域的取引の環境整備 現に発生し又は将来発生すると
想定される広域連系系統の混雑を防止し、広域的な電力取
引の環境を整備する観点

二 電気供給事業者から次のアからウまでのいずれかの観点に
基づく広域系統整備に関する提起があり、送配電等業務指針
に定める検討開始要件に該当する場合
ア 安定供給 大規模災害等により、複数の発電機の計画外
停止その他一般送配電事業者たる会員の供給区域の供給力
が大幅に喪失する事態が発生した場合において、電力の融
通により安定供給を確保する観点
イ 広域的取引の環境整備 個別の広域的な電力取引に起因
する広域連系系統の混雑を防止し、広域的な電力取引の環
境を整備する観点
ウ 電源設置 特定の電源の設置に起因した広域的な電力取
引の観点

三 国から広域系統整備に関する検討の要請を受けた場合

（本機関の発議による計画策定プロセスの開始）
第５１条 本機関は、次の各号のいずれかの検討開始要件に該
当すると認める場合には、計画策定プロセスを開始する。
一 本機関が、次のア又はイのいずれかの要件に該当し、電気
の安定供給の確保のため必要と認める場合
ア 複数の発電機の計画外停止が発生し、一般送配電事業
者たる会員の供給区域の予備力を超える大幅な供給力が喪
失した際に、連系線が運用容量まで使用されたにもかかわ
らず電気の供給の支障（電路が自動的に再閉路されること
により電気の供給の支障が解消した場合を除く。）が発生
した場合
イ 発生し得る大規模事故、災害等の影響分析等により、
大規模停電等が懸念され電気の安定供給を確保する必要が
ある場合

二 本機関が、次のアからウまでのいずれかの要件に該当し、
広域的な電力取引の環境の整備が必要と認める場合

ア 将来の電源の開発動向を基に広域連系系統の混雑を把
握し、その系統の混雑を緩和することによる社会的な便益
及び系統整備に要する費用を評価し、便益が費用を上回る
ことが見込まれる場合
イ 次条第１項の評価の結果、アの要件に相当する場合

ウ その他広域連系系統の整備を行う必要性が認められる
蓋然性が高く、広域系統整備を検討すべき合理性がある場
合

（削る）

（参考）計画策定プロセスの検討開始要件に関する規定の変更の内容
（新旧対照表：業務規程）②

【業務規程】

※青字部分は「記載の適正化」による変更
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＜変更前＞ ＜変更後＞【業務規程】

（新設） （電気供給事業者からの申出による広域系統整備を検討する必

要性の評価）

第５１条の２ 本機関は、送配電等業務指針の定めるところに

より電気供給事業者から広域連系系統を増強するよう申出が

あった場合には、その増強を検討する必要性について、次の各

号に掲げる事項を確認した上で、前条第２号アに規定する要件

に相当する評価を行う。

一 申出を行った電気供給事業者の発電設備等の出力制限量

二 計画策定プロセスにより既に検討を行っている又は検討

を行おうとしている他の案件において、申出のあった広域連

系系統の増強の計画がないこと

２ 本機関は、前項第１号の確認に際し、災害による流通設備

の故障、流通設備の作業停止その他申出を行った電気供給事業

者の発電設備等の出力制限が生じた期間に偶発的に発生し、当

該期間以降に継続的に発生することが見込まれない事象の影響

が認められる場合は、当該影響を除外するものとする。

３ 本機関は、申出を行った電気供給事業者に対し、第１項の

評価の結果を書面で通知するものとする。

４ 本機関は、電気供給事業者からの申出があった場合は、第

１項の評価結果を取りまとめ、設備形成に係る委員会に報告す

る。

（参考）計画策定プロセスの検討開始要件に関する規定の変更の内容
（新旧対照表：業務規程）③

【業務規程】
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＜変更前＞ ＜変更後＞【業務規程】

（電気供給事業者の募集手続）

第５７条 本機関は、前条の検討に際し、必要と認める場合は、

広域的な電力取引により、計画策定プロセスの検討の対象とな

る広域連系系統の利用を拡大しようとする電気供給事業者を募

集することができる。

２ 本機関は、電気供給事業者から前項の募集に対する応募が

なされた場合には、当該電気供給事業者の応募の内容を踏まえ、

広域系統整備の基本要件及び受益者の範囲の検討を行う。

第５７条 削除

（参考）計画策定プロセスの検討開始要件に関する規定の変更の内容
（新旧対照表：業務規程）④

【業務規程】

（計画策定プロセスを開始しない場合の通知）

第５３条 本機関は、電気供給事業者から広域系統整備に関す

る提起があった場合で、送配電等業務指針に定める検討開始要

件に該当しないと認めた場合又は前条第１項の確認の結果によ

り計画策定プロセスを開始しない場合には、当該電気供給事業

者に対して、計画策定プロセスを開始しない旨及びその理由を

書面で通知する。

（計画策定プロセスを開始しない場合の通知）

第５３条 本機関は、一般送配電事業者たる会員から広域系統

整備に関する提起があった場合で、第５１条第１号に定める検

討開始要件に該当しないと認めた場合又は前条第１項の確認の

結果により計画策定プロセスを開始しない場合には、当該一般

送配電事業者たる会員に対して、計画策定プロセスを開始しな

い旨及びその理由を書面で通知する。

※青字部分は「記載の適正化」による変更
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＜変更前＞ ＜変更後＞【業務規程】

（接続検討の回答）

第７２条 （略）

２ （略）

３ 本機関は、前条の規定による接続検討の結果、特定系統連

系希望者の系統連系工事が電源接続案件一括検討プロセス（第

７５条に定める。以下同じ。）の対象となる可能性がある場合

には、第１項の回答及び説明に加え、電源接続案件一括検討プ

ロセスの対象となる可能性があること及び同プロセスの開始に

至る手続を回答書に記載するとともに、特定系統連系希望者に

対し、必要な説明を行う。

（削る）

（削る）

（接続検討の回答）

第７２条 （略）

２ （略）

３ 本機関は、前条の規定による接続検討の結果が以下の条件

に該当する場合には、第１項の回答及び説明に加え、次の各号

に掲げる事項を回答書に記載するとともに、特定系統連系希望

者に対し、必要な説明を行う。

一 系統連系工事に広域連系系統の増強（新設を含む。以下同

じ。）工事が含まれる場合 第５１条第２号ウの規定により

本機関に対して計画策定プロセスの提起を行うことができる

電気供給事業者に該当するか否か及び計画策定プロセスの開

始に至る手続

二 特定系統連系希望者の系統連系工事が電源接続案件一括検

討プロセス（第７５条に定める。以下同じ。）の対象となる

可能性がある場合 電源接続案件一括検討プロセスの対象と

なる可能性があること及び同プロセスの開始に至る手続

（参考）計画策定プロセスの検討開始要件に関する規定の変更の内容
（新旧対照表：業務規程）⑤

【業務規程】
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＜変更前＞ ＜変更後＞

（一般送配電事業者等が受け付けた接続検討に対する検討結果

の報告を受けた場合の取扱い）

第７３条 本機関は、一般送配電事業者等から、送配電等業務

指針で定めるところにより、一般送配電事業者等が受け付けた

接続検討の申込みに対する検討結果が前条第３項第１号に掲げ

る条件に該当するとの報告を受けた場合は、一般送配電事業者

等が系統連系希望者に対し回答を行った後速やかに、系統連系

希望者に対し同号の規定に準じて説明を行う。

２ 本機関は、前項の報告を受けた接続検討の申込みに対する

検討結果が前条第３項第２号に掲げる条件にも該当する場合に

は、前項の説明と併せ、系統連系希望者に対し同号の規定に準

じて説明を行う。

第７３条 削除

（参考）計画策定プロセスの検討開始要件に関する規定の変更の内容
（新旧対照表：業務規程）⑥

【業務規程】【業務規程】
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＜変更前＞ ＜変更後＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（本機関の発議による計画策定プロセスの検討開始要件）
第３３条 業務規程第５１条第１号に規定する計画策定プロセ
スの検討開始要件は次の各号に掲げるとおりとする。ただし、
業務規程第５２条第２項に掲げる場合には、計画策定プロセス
の検討を開始しない。
一 安定供給に関する検討開始要件
ア 複数の発電機の計画外停止が実際に発生し、これにより
一般送配電事業者の供給区域の予備力を超える大幅な供給
力が喪失した際に、連系線が運用容量まで使用されたにも
かかわらず電気の供給の支障（ただし、電路が自動的に再
閉路されることにより電気の供給の支障が終了した場合を
除く。以下「供給支障」という。）が発生した場合
イ 発生し得る大規模事故、災害等の影響分析等により、電
力の安定供給を確保する必要があると認められる場合

二 広域的取引の環境整備に関する検討開始要件
ア 連系線の利用実績 連系線の利用実績において、過去１
年間に運用容量に対する空容量が５％以下となった時間数
が、過去１年間の総時間数の２０％以上となった場合。た
だし、連系線の空容量の算定に当たっては、他の連系線へ
の迂回が可能である潮流については、他の連系線に迂回し
たものとして取り扱う（以下、エにおいて同じ。）。
イ 市場取引状況 卸電力取引所が運営する翌日取引におい
て、過去１年間に市場分断処理（約定処理の結果、地域間

の売買約定量の積算量が連系線の空容量を超過し、当該空
容量を制約条件として再度約定処理を行うことをいう。）
を行った商品の数が、過去１年間の総商品数の２０％以上
となった場合

以降次スライド

第３３条 削除

（参考）計画策定プロセスの検討開始要件に関する規定の変更の内容
（新旧対照表：送配電等業務指針）①

※青字部分は「記載の適正化」による変更
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＜変更前＞ ＜変更後＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

前スライドから
ウ 地内基幹送電線の制約による出力制限の実績 一般送配
電事業者の供給区域ごとの年間最大需要発生時又は年間最
小需要発生時の地内基幹送電線の空容量の実績が運用容量
の５％以下となった場合又は本機関の情報提供の求めに対
して電気供給事業者から発電設備等の出力に制限が生じて
いる旨の申出があった場合において、地内基幹送電線の制
約が原因で電気供給事業者の発電に恒常的な制限（託送供
給契約にしたがった発電の制限その他系統連系の前提と
なっている制限を除く。）が発生している事実が確認され
たとき
エ 電気供給事業者の増強ニーズ 複数の電力の広域的取引
を行おうとする電気供給事業者（ただし、電源を設置しよ
うとする者又は既設の電源の最大受電電力を増加させよう
とする者である場合は、接続検討の回答を得ている者に限
る。）から過去３年以内に受領した増強ニーズの総量が過
去の計画策定プロセス（ただし、広域連系系統の増強に至
らなかったものに限る。）において定めた基本要件の増強
容量を超過した場合
オ 連系線に直接影響を与える系統アクセス 本機関が第９
１条第１項の報告を受けた場合で、契約申込み又は電源接
続案件一括検討プロセスの増強対象である広域連系系統が

地域間連系線の運用容量の算定や運用に直接影響を与える
流通設備であると認めたとき。ただし、系統連系希望者が、
広域系統整備計画又は電源接続案件一括検討プロセスの結
果に基づき、契約申込みを行った場合を除く。

以降次スライド

（第３３条 削除）

（参考）計画策定プロセスの検討開始要件に関する規定の変更の内容
（新旧対照表：送配電等業務指針）②

※青字部分は「記載の適正化」による変更
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＜変更前＞ ＜変更後＞【送配電等業務指針】

前スライドから

カ その他広域的取引の環境整備を行う必要性が認められる

蓋然性が高く、本機関が広域系統整備を検討すべき合理性

が認められる場合

２ 本機関は、前項第２号の要件適合性を判定するに際し、災

害による流通設備の故障、流通設備の長期間の作業停止その他

の当該期間においてのみ偶発的に発生し、当該期間以降に継続

的に発生することが見込まれない事象の影響が認められる場合

は、当該影響を除外の上、要件適合性を判定するものとする。

３ 本機関は、次の各号に掲げる要件については、第１項の規

定により計画策定プロセスを開始したか否かにかかわらず、次

の各号に掲げる頻度で要件適否の状況を取りまとめ、設備形成

に係る委員会に報告するとともに公表する。

一 第１項第２号ア、イ及びエの要件 四半期に１回

二 第１項第２号ウの要件 年１回

４ 本機関は、第１項第２号オの要件に基づき、計画策定プロ

セスを開始するか否かの確認を行った場合は、その結果を一般

送配電事業者又は配電事業者及び契約申込みを行った系統連系

希望者に通知する。なお、第９１条第１項第２号から第３号ま

での報告に伴う結果の通知を受けた一般送配電事業者又は配電

事業者は、対象となる系統連系希望者にその旨通知する。

（参考）計画策定プロセスの検討開始要件に関する規定の変更の内容
（新旧対照表：送配電等業務指針）③

【送配電等業務指針】

※青字部分は「記載の適正化」による変更

（第３３条 削除）
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＜変更前＞ ＜変更後＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（広域系統整備に関する提起を行うことができる電気供給事業
者）
第３４条 電気供給事業者は、次の各号に掲げる要件を満たす
場合に、広域系統整備に関する提起を行うことができる。

一 安定供給に関する提起 一般送配電事業者であること。
二 広域的取引の環境整備に関する提起 次のアからウまでを
満たしていること。
ア 既設の電源（ただし、最大受電電力を増加させる場合を
除く。）を用いた広域的な電力取引を希望していること。
イ 拡大を希望する広域的な電力取引の量の合計が１万キロ
ワット以上であること。
ウ 広域系統整備に要すると見込まれる費用負担割合による
費用負担の意思及び財務的能力を有していること。

三 電源設置に関する提起 次のアからエまでを満たしている
こと。
ア 設置しようとする電源（既設の電源の最大受電電力を増
加させる場合を含む。以下、この条において同じ。）によ
り、広域的な電力取引を行おうとしていること。
イ 設置しようとする電源に関し、接続検討の回答を得てい
ること（連系ができない旨の回答である場合を含む。）。
ウ 設置しようとする電源の出力の合計（ただし、既設の電
源の最大受電電力を増加させる場合は、拡大を希望する広

域的な電力取引の量の合計とする。）が１万キロワット以
上であること。
エ 広域系統整備に要すると見込まれる費用負担割合による
費用負担の意思及び財務的能力を有していること。

以降次スライド

（広域系統整備に関する提起）

第３４条 一般送配電事業者は、本機関に対して、電気の安定
供給を確保する観点に基づく広域系統整備に関する提起を行う
ことができる。
（削る）
（削る）

（削る）

以降次スライド

（参考）計画策定プロセスの検討開始要件に関する規定の変更の内容
（新旧対照表：送配電等業務指針）④

※青字部分は「記載の適正化」による変更



20

＜変更前＞ ＜変更後＞【送配電等業務指針】

前スライドから

２ 複数の電気供給事業者は、共同で本機関に対し広域系統整

備に関する提起を行うことができる。この場合、当該複数の電

気供給事業者の希望する広域的な電力取引の量又は設置しよう

とする電源の出力の合計値に基づき、前項第２号イ及び第３号

ウの要件の充足性を判断する。

（新設）

前スライドから

２ 前項の規定により広域系統整備に関する提起を行おうとす

る一般送配電事業者は、本機関が定め公表する様式に基づいて

これを行わなければならない

３ 広域系統整備に関する提起を行った一般送配電事業者（以

下「検討提起者」という。）は、本機関が業務規程第５９条の

規定により受益者及び費用負担割合等を決定するまでの間は、

合理的な理由が認められる場合に限り、次の各号に掲げる行為

を行うことができる。

一 広域系統整備に関する提起の取下げ

二 検討提起者の地位の承継（新たに提起者となる者が広域系

統整備に要すると見込まれる費用負担割合による費用負担の

意思を有している場合に限る。）

三 その他本機関が計画策定プロセスに影響を与えないと判断

した軽微な事項の変更

（新規） （電気供給事業者による広域連系系統の増強を求める申出）

第３４条の２ 電気供給事業者は、広域連系系統の混雑により、

自らが維持し、及び運用する発電設備等の出力に制限が生じて

おり、当該設備の出力が制限されることで事業性に影響すると

判断した場合には、本機関に対し、広域連系系統を増強するよ

う申し出ることができる。

（参考）計画策定プロセスの検討開始要件に関する規定の変更の内容
（新旧対照表：送配電等業務指針）⑤

【送配電等業務指針】

※青字部分は「記載の適正化」による変更
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＜変更前＞ ＜変更後＞【送配電等業務指針】

（広域系統整備に関する提起等）
第３５条 電気供給事業者は、本機関が定め公表する様式に基
づいて、次の各号に掲げる事項を明らかにした上で、本機関に
対して広域系統整備に関する提起を行わなければならない。
一 費用負担の意思及び財務的能力
二 拡大を希望する広域的な電力取引量
三 広域的な電力取引の拡大を希望する時期
四 供給先として希望する一般送配電事業者の供給区域
五 その他本機関が必要と認める事項
２ 広域系統整備に関する提起を行った電気供給事業者（以下
「検討提起者」という。）のうち、前条第１項第２号又は第３
号の提起を行った電気供給事業者は、本機関が業務規程第５７
条第１項の規定により、広域的な電力取引により、計画策定プ
ロセスの検討の対象となる広域連系系統の利用を拡大しようと
する電気供給事業者を募集する場合において、当該募集に応募
することができる。この場合において、当該電気供給事業者が
当該募集に応募しないときは、広域系統整備に関する提起を取
り下げたものとみなす。
３ 検討提起者は、本機関が業務規程第５９条の規定により受
益者及び費用負担割合を決定するまでの間は、合理的な理由が
認められる場合に限り、次の各号に掲げる行為を行うことがで
きる。
一 広域系統整備に関する提起の取下げ

二 検討提起者の地位の承継（ただし、新たに提起者となる者
が広域系統整備に要すると見込まれる費用負担割合による費
用負担の意思を有しており、財務的能力の評価に必要な資料
を本機関に提出し、本機関が財務的能力を有すると判断した
場合に限る。）

以降次スライド

第３５条 削除

（参考）計画策定プロセスの検討開始要件に関する規定の変更の内容
（新旧対照表：送配電等業務指針）⑥

【送配電等業務指針】

※青字部分は「記載の適正化」による変更
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＜変更前＞ ＜変更後＞【送配電等業務指針】

前スライドから

三 拡大を希望する広域的な電力取引の量の減少

四 電力取引の拡大を希望する時期の繰り延べ

五 その他本機関が計画策定プロセスに影響を与えないと判断

した軽微な事項の変更

（第３５条 削除）

（電気供給事業者の提起による計画策定プロセスの開始手続）

第３６条 業務規程第５１条第２号の規定による計画策定プロ

セスの検討開始要件は次の各号に掲げるとおりとする。ただし、

業務規程第５２条第２項に掲げる場合には、計画策定プロセス

の検討を開始しない。

一 安定供給に関する提起 広域系統整備に関する提起の内容

を確認し、第３３条第１項第１号に掲げる安定供給の観点か

ら検討する必要性があると認められること。

二 広域的取引の環境整備及び電源設置に関する提起 次のア

からウまでを満たすこと。

ア 検討提起者が希望する電力取引の量が広域連系系統の既

設設備において送電できる電力の容量を１万キロワット以

上超過すること。

イ 検討提起者が、本機関が業務規程第５９条の規定により

決定する費用負担割合による費用負担の意思を有しており、

それを裏付ける財務的能力を有していること。

ウ 整備の検討の対象となる流通設備が、広域連系系統に該

当すること。

第３６条 削除

（参考）計画策定プロセスの検討開始要件に関する規定の変更の内容
（新旧対照表：送配電等業務指針）⑦

【送配電等業務指針】

※青字部分は「記載の適正化」による変更
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＜変更前＞ ＜変更後＞【送配電等業務指針】

（電気供給事業者の募集及び応募等の手続）

第４０条 本機関は、広域系統整備の基本要件及び受益者の範

囲の検討に際し、増強ニーズの探索、増強容量の検討その他の

目的から必要であると認める場合は、業務規程第５７条の規定

により、広域的な電力取引により、当該計画策定プロセスの検

討の対象となる流通設備の利用を拡大しようとする電気供給事

業者を募集する。

２ 電気供給事業者は、広域系統整備に要すると見込まれる費

用負担割合による費用負担の意思及び財務的能力を有している

場合に限り、前項の募集に対して、応募することができる。

３ 電気供給事業者は、本機関が計画策定プロセスごとに定め

公表する募集要綱に基づいて、次の各号に掲げる事項を明らか

にした上で、第１項の募集に対する応募を行わなければならな

い。

一 費用負担の意思及び財務的能力

二 拡大を希望する広域的な電力取引量

三 広域的な電力取引の拡大を希望する時期

四 供給先として希望する一般送配電事業者の供給区域

五 その他本機関が必要と認める事項

以降次スライド

第４０条 削除

（参考）計画策定プロセスの検討開始要件に関する規定の変更の内容
（新旧対照表：送配電等業務指針）⑧

【送配電等業務指針】
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＜変更前＞ ＜変更後＞【送配電等業務指針】

前スライドから

４ 募集に応じた電気供給事業者（以下「応募事業者」とい

う。）のうち電源を設置しようとする者又は既設の電源の最大

受電電力を増加させようとする者であって、接続検討の申込み

を行っていない者については、本機関への応募後、速やかに、

接続検討の申込みを行わなければならない。当該電気供給事業

者が応募後１か月以内に接続検討の申込みを行わない場合には、

当該応募はなかったものとして取り扱う。

５ 応募事業者は、本機関が業務規程第５９条の規定により受

益者及び費用負担割合を決定するまでの間は、合理的な理由が

認められる場合に限り、次の各号に掲げる行為を行うことがで

きる。

一 広域系統整備に関する応募の取下げ

二 応募者の地位の承継（ただし、新たに応募者となる者が費

用負担の意思を有することを明らかにするとともに、財務的

能力の評価に必要な資料を本機関に提出し、本機関が財務的

能力を有すると判断した場合に限る。）

三 拡大を希望する広域的な電力取引の量の減少

四 電力取引の拡大を希望する時期の繰り延べ

五 その他本機関が計画策定プロセスに影響を与えないと判断

した軽微な事項の変更

（第４０条 削除）

（参考）計画策定プロセスの検討開始要件に関する規定の変更の内容
（新旧対照表：送配電等業務指針）⑨

【送配電等業務指針】
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＜変更前＞ ＜変更後＞【送配電等業務指針】

（接続検討の回答）
第８５条 （略）
２ 一般送配電事業者等は、前条第１項の規定による検討結果
が以下の条件に該当する場合には、前項の接続検討の回答書に、
次の各号に記載する内容を明示しなければならない。
一 系統連系工事に広域連系系統の増強工事が含まれる場合
業務規程第７２条第３項第１号に掲げる内容
二 系統連系工事の規模等に照らし、対象となる送電系統が
効率的な系統整備の観点等から電源接続案件一括検討プロセ
スの対象となる可能性がある場合 業務規程第７２条第３項
第２号に掲げる内容
三 （略）
３ 一般送配電事業者等は、前項第１号に掲げる条件に該当す
る場合には、系統連系希望者に対する回答に先立ち、本機関に
対し、その旨並びに申込概要及び回答概要を報告しなければな
らない。ただし、接続検討の結果が、前項第２号に掲げる条件
にも該当する場合には、一般送配電事業者等は、その旨も併せ
て報告するものとする。
４ 一般送配電事業者等は、前条第１項の規定による検討結果
が、第２項第１号に掲げる条件に該当せず、かつ、第２項第２
号の規定に該当する場合には、業務規程第７２条第３項第２号
の規定に準じて、系統連系希望者に対し、電源接続案件一括検
討プロセスの対象となる可能性があること及び同プロセス開始
に至る手続について、必要な説明を行う。

（接続検討の回答）
第８５条 （略）
２ 一般送配電事業者等は、前条第１項の規定による検討結果
が以下の条件に該当する場合には、前項の接続検討の回答書に、
次の各号に記載する内容を明示しなければならない。
（削る）

一 系統連系工事の規模等に照らし、対象となる送電系統が
効率的な系統整備の観点等から電源接続案件一括検討プロセ
スの対象となる可能性がある場合 業務規程第７２条第３項
に掲げる内容
二 （略）
（削る）

３ 一般送配電事業者等は、前条第１項の規定による検討結果
が、前項第１号の規定に該当する場合には、業務規程第７２条
第３項の規定に準じて、系統連系希望者に対し、電源接続案件
一括検討プロセスの対象となる可能性があること及び同プロセ
ス開始に至る手続について、必要な説明を行う。

（参考）計画策定プロセスの検討開始要件に関する規定の変更の内容
（新旧対照表：送配電等業務指針）⑩

【送配電等業務指針】
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＜変更前＞ ＜変更後＞【送配電等業務指針】

（計画策定プロセス開始の要否の確認）

第９１条 一般送配電事業者等は、次の各号に掲げる場合には、

速やかに系統連系工事の概要等を本機関に報告し、業務規程第

５１条第１号の規定により、計画策定プロセスが開始されるか

否かを確認しなければならない。

一 系統連系希望者から系統連系工事に広域連系系統の増強

工事が含まれる発電設備等に関する契約申込みを受け付けた

場合

二 第１２０条の４第１項第１号の規定により系統連系工事

に広域連系系統の増強工事が含まれる電源接続案件一括検討

プロセスを開始する場合

三 電源接続案件一括検討プロセスにおける検討において、

系統連系工事に広域連系系統の増強工事が含まれることが判

明した場合

２ 一般送配電事業者等は、前項に掲げる場合においては、系

統連系希望者に対し、本機関へ計画策定プロセスが開始される

か否かの確認を行っている旨を書面にて通知しなければならな

い。

３ 一般送配電事業者等は、本機関から計画策定プロセスを開

始しない旨の通知を受領した後に、発電設備等に関する契約申

込みに対する検討及び回答を行うものとし、第３３条第４項の

規定による通知の受領前に行った回答は無効とする。

（広域連系系統の工事が含まれる契約申込み等の報告）

第９１条 一般送配電事業者等は、次の各号に掲げる場合には、

速やかに系統連系工事の概要等を本機関に報告しなければなら

ない。

一 系統連系希望者から系統連系工事に広域連系系統の工事が

含まれる発電設備等に関する契約申込みを受け付けた場合

二 第１２０条の４第１項第１号の規定により系統連系工事に

広域連系系統の工事が含まれる電源接続案件一括検討プロセ

スを開始する場合

三 電源接続案件一括検討プロセスにおける検討において、系

統連系工事に広域連系系統の工事が含まれることが判明した

場合

（削る）

（削る）

（参考）計画策定プロセスの検討開始要件に関する規定の変更の内容
（新旧対照表：送配電等業務指針）⑪

【送配電等業務指針】
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＜変更前＞ ＜変更後＞【送配電等業務指針】

（系統連系希望者による電源接続案件一括検討プロセス開始の

申込み）

第１２０条 （略）

２ 前項の規定にかかわらず、系統連系希望者は、次の各号に掲

げる場合は、電源接続案件一括検討プロセスの申込みを行うこ

とはできない。

一 系統連系工事に広域連系系統の増強工事が含まれる場合

で、系統連系希望者が、業務規程第５１条第２号の規定によ

り広域系統整備に関する提起を行っている場合

二・三 接続検討の回答日から１年を経過した場合

（系統連系希望者による電源接続案件一括検討プロセス開始の

申込み）

第１２０条 （略）

２ 前項の規定にかかわらず、系統連系希望者は、次の各号に掲

げる場合は、電源接続案件一括検討プロセスの申込みを行うこ

とはできない。

（削る）

一・二 接続検討の回答日から１年を経過した場合

（参考）計画策定プロセスの検討開始要件に関する規定の変更の内容
（新旧対照表：送配電等業務指針）⑫

【送配電等業務指針】
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1. 計画策定プロセスの検討開始要件に関する規定の変更（業務規程、送配電等業務指針）
【スライド２～２７】

• マスタープランを踏まえた計画策定プロセスの検討開始等に関する変更

2. Ｎ－１電制本格適用に関する規定の変更（業務規程、送配電等業務指針）【スライド２８～
３９】

• Ｎ－１電制の本格適用に関する変更
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再生可能エネルギー電源の大量導入に対応するため、空容量がない流通設備に電源が連系する場合
の系統増強工事の代替手段として、新規電源を電制対象とするＮ－１電制(※1)の先行的な適用が
2018年10月より開始されている。

さらに、今後の系統混雑前提の設備形成下において、混雑を緩和することで系統の更なる有効利用を
図るとともに効率的な設備形成を行うため、新規電源だけではなく既存電源も含めた電源を電制対象
とする「Ｎ－１電制本格適用」を2022年度から開始する予定。

また、今後の系統整備は社会的な便益が費用を上回る場合に一般負担で行われる等の理由から、Ｎ
－１電制に係る費用負担については、これまでの新規電源の負担から一般負担とすることが国の審議
会(※2)において提案された。

２ Ｎ－１電制本格適用に関する規定の変更の背景

これらに対応するため、

・Ｎ－１電制装置の設置及びＮ－１電制に関する費用負担に関するルールの整備が必要。

・また、Ｎ－１電制を行ったことによって生じる費用の妥当性確認等は、中立性、透明性、専門性の観
点から、広域機関において実施するための規定の整備が必要。

※2 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世
代電力ネットワーク小委員会

※1 単一設備故障時にﾘﾚｰｼｽﾃﾑで瞬時電源制限を行うことで、運用容量を拡大する仕組み。
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［変更内容］

（Ｎ－１電制装置の設置）

• 一般送配電事業者及び配電事業者は、効率的な設備形成の観点から、Ｎ－１電制装置の設
置が適当だと判断した電源に対して、Ｎ－１電制装置の設置を求めることが可能となる旨規定

• Ｎ－１電制装置の設置を求められた電源は、正当な理由がない限り、Ｎ－１電制装置の設置そ
の他のＮ－１電制実施に関する対応を行わなければならない旨規定

（Ｎ－１電制に関する費用負担）

• 一般送配電事業者及び配電事業者は、Ｎ－１電制装置の設置等に関する費用及びＮ－１電
制を行ったことにより生じる費用等（※）を負担しなければならない旨規定

• 一般送配電事業者及び配電事業者は、Ｎ－１電制を行ったことにより生じる費用（※）を負担す
る場合には、本機関の確認等の回答を事前に得なければならない旨及び本機関はその費用につい
て妥当性確認等を行う旨規定

※発電抑制を受けたことにより代替電源の調達により追加的に発生する費用や、電制されたことにより生じる逸失利益（ＦＩＴ
固定買取、ＦＩＰプレミアム等）や電源が電力系統から切り離された場合の再起動に係る費用等をいう。

上記のうち、Ｎ－１電制の費用負担に関する規定は、「経済産業大臣の認可を受けた日」又は「全ての一般送配電事業者による
Ｎ－１電制の費用精算に関する託送供給約款の変更の効力が生じた日」のいずれか遅い日から施行する旨規定

【業務規程第６４条の４】＜新設＞
【業務規程附則（令和 年 月 日）第１条第２項】＜新設＞
【送配電等業務指針第６４条の２】＜新設＞
【送配電等業務指針附則（令和 年 月 日）第１条第２項】＜新設＞

２ Ｎ－１電制本格適用に関する規定の変更の内容



31（参考）Ｎ－１電制のイメージ（先行適用・本格適用）

第56回 広域系統整備委員会（2021年11月12日）資料2から抜粋・修正

N-1電制本格適用

（2022年度開始予定）

N-1電制先行適用

（2018年～）



32（参考）Ｎ－１電制の費用負担に関する国の審議会での検討

第37回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2021年11月30日）資料2から抜粋



33（参考）Ｎ－１電制を行ったことにより生じる費用の精算イメージ

第57回 広域系統整備委員会（2022年1月12日）資料1から抜粋



34（参考）Ｎ－１電制を行ったことにより生じる費用の精算イメージ（ＦＩＴ・ＦＩＰ電源の例）

一般送配電事業者

広域機関

発電者
（ＦＩＴ・ＦＩＰ電源）※１

①

②

④⑥

⑦

対応概要

① （FIP電源）プレミアム価格を通知

②

（FIP電源）代替電源調達費用、広域機関から通知されたプレミアム
価格、再起動に要した費用を根拠資料と一緒に一送へ提出
（FIT電源）再起動に要した費用とN-1電制の対象となった電源の固
定買取価格を根拠資料と一緒に一送へ提出

③
発電者から提出のあった実績について、一送所有の実績との乖離がな
いことを確認（再起動時間は一送の記録とあっているか、電制kWは一
送の記録と合致しているか 等）※２

④

一送から、
（FIP電源）「代替電源調達費用」「プレミアム価格」「再起動費用」
（FIT電源）「再起動費用」「固定買取価格」
を根拠資料を含めて広域機関へ提出

⑤
一送から提出のあった上記費用の妥当性を確認（内容に疑義があれ
ば一送や発電者に確認する）※３

⑥ 広域機関から妥当性確認結果を連絡

⑦

一送から
（FIP電源）「代替電源調達費用」「プレミアム価格」「再起動費用」
（FIT電源）「再起動費用」「固定買取価格」
を支払い

※１ 代表例として、FIT電源は特例制度③、FIP電源は市場売電の場合を記載している。
※２ 両者の実績に乖離があった場合は、一送～発電者間で確認・調整する。
※３ 妥当との判断にならない可能性がある場合、別途、電力・ガス取引監視等委員会等と
当該オペレーション費用の扱いを検討する。

③

⑤
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＜変更前＞ ＜変更後＞【業務規程】 【業務規程】

（参考）Ｎ－１電制本格適用に関する規定の変更
（新旧対照表：業務規程）

（新設） 第４節 その他

（電力設備の単一故障発生により発電抑制した場合の費用精算
に関する妥当性確認）
第６４条の４ 本機関は、送配電等業務指針に定めるところに
より、Ｎ－１故障（送配電線１回線、変圧器１台、発電機１
台その他の電力設備の単一故障をいう。）の発生時に保護継
電器による速やかな発電抑制（以下「Ｎ－１電制」とい
う。）が行われたことにより、一般送配電事業者又は配電事
業者たる会員から送配電等業務指針に定めるところによりＮ
－１電制の費用に関する資料の提出を受けた場合は、本機関
が別に定める基準により妥当性を確認し、必要に応じて検証
する。
２ 本機関は、前項の実施に必要と判断したときは、一般送配
電事業者若しくは配電事業者たる会員又は当該電気供給事業
者に対して、追加の資料の提出を求めることができる。
３ 本機関は、第１項の確認等を完了したときは、一般送配電
事業者又は配電事業者たる会員に対して確認等の結果を速や
かに書面にて回答する。

（新設） 附則（令和 年 月 日）

（施行期日）
第１条 本規程は、経済産業大臣の認可を受けた日から施行す
る。
２ 前項の規定にかかわらず、第６４条の４の規定は、経済産
業大臣の認可を受けた日又は全ての一般送配電事業者による
Ｎ－１電制の費用精算に関する託送供給等約款の変更の効力
が生じた日のいずれか遅い日から施行する。
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＜変更前＞ ＜変更後＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（参考）Ｎ－１電制本格適用に関する規定の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）①

（新設） （電力設備の単一故障発生による発電抑制）
第６４条の２ 一般送配電事業者及び配電事業者は、Ｎ－１電
制（Ｎ－１故障時に保護継電器による速やかな発電抑制を行
うことをいう。以下同じ。）を実施することで、運用容量を
拡大することが効率的な設備形成に資すると判断した流通設
備において、Ｎ－１電制を実施することができる。
２ 一般送配電事業者及び配電事業者は、Ｎ－１電制装置（Ｎ
－１電制を実施するために発電設備等に設置する制御装置等
をいう。以下同じ。）を設置することが適当であると判断し
た発電設備等を指定して、当該発電設備等を維持し、及び運
用する電気供給事業者、又は当該発電設備等を新規に送電系
統へ連系を行う電気供給事業者に対して、Ｎ－１電制装置の
設置を求めることができる。
３ 前項の求めを受けた電気供給事業者は、正当な理由がない
限り、一般送配電事業者又は配電事業者が指定する発電設備
等にＮ－１電制装置の設置その他のＮ－１電制を実施するた
めの必要な対応をしなければならない。
４ 一般送配電事業者及び配電事業者は、前項の規定によりＮ
－１電制装置を設置した電気供給事業者に係る発電契約者又
はＮ－１電制装置を設置した特定契約者（一般送配電事業者、
配電事業者又は配電事業者と再生可能エネルギー電気措置法
第２条第５項に規定する特定契約又は再生可能エネルギー電
気措置法第２条の７第１項に規定する一時調達契約を締結し
ている電気供給事業者をいう。以下同じ。）に対して、Ｎ－
１電制装置の設置等に関する費用を負担しなければならない。

以降次スライド
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＜変更前＞ ＜変更後＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（参考）Ｎ－１電制本格適用に関する規定の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）②

（新設） 前スライドから

５ 一般送配電事業者及び配電事業者は、Ｎ－１電制を実施し
た場合には、発電抑制の対象となった発電設備等を維持し、
及び運用する電気供給事業者に係る発電契約者又は発電抑制
の対象となった発電設備等を維持し、及び運用する特定契約
者に対し、次の各号に掲げる額を負担しなければならない。
一 発電抑制の対象となった発電設備等を維持し、及び運用
する電気供給事業者に係る発電契約者が、Ｎ－１電制の実施
により当該発電設備等以外から電気の供給を受けた場合に、
その電気の供給を受けるために要した費用から、Ｎ－１電制
が実施されなかったとしたときに当該発電設備等の発電に要
したであろう費用（ＦＩＴ電源が発電抑制の対象となった場
合は、当該ＦＩＴ電源が供給したであろう電力量に電気事業
者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法
施行規則（平成２４年経済産業省令第４６号）第２２条（Ｆ
ＩＴ電源が一般送配電事業者、配電事業者又は特定送配電事
業者以外と特定契約を締結している場合には同規則附則第１
３条第１項）に規定する回避可能費用単価を乗じた額）を差
し引いた額
二 発電抑制の対象となったＦＩＴ電源が、Ｎ－１電制が実
施されなかったとした場合に、発電により再生可能エネル
ギー電気特措法第１５条の２に規定する調整交付金として得
られたであろう収益に相当する額から、Ｎ－１電制が実施さ
れなかったとしたときに当該ＦＩＴ電源が発電に要したであ
ろう費用を差し引いた額

以降次スライド

※青字部分は新規則の施行（令和4年4月1日）前にパブコメを開始するため、旧規則の名称・条文番号としていますが、新規則の名称・条文番号が変更される場合は新規則の名称・条文番号に見直す予定です。
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＜変更前＞ ＜変更後＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（参考）Ｎ－１電制本格適用に関する規定の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）③

（新設） 前スライドから

三 発電抑制の対象となったＦＩＰ電源が、Ｎ－１電制が実
施されなかったとした場合に、発電により再生可能エネル
ギー電気特措法第２条の２に規定する供給促進交付金として
得られたであろう収益に相当する額（発電抑制の対象となっ
たＦＩＰ電源が再生可能エネルギー電気措置法第２条の７第
１項に規定する一時調達契約を締結している場合は、発電に
より再生可能エネルギー電気特措法第１５条の２に規定する
調整交付金として得られたであろう収益に相当する額から、
Ｎ－１電制が実施されなかったとしたときに当該ＦＩＰ電源
が発電に要したであろう費用を差し引いた額）
四 発電抑制の対象となった発電設備等が電力系統から切り
離された場合に、当該発電設備等を再度起動するために必要
となる燃料費等の費用に相当する額

６ 一般送配電事業者及び配電事業者は、前項の額を負担する
場合には、電気供給事業者から提出を受けた前項各号に掲げ
る費用及び収益に関する資料及び一般送配電事業者又は配電
事業者と当該電気供給事業者の間でＮ－１電制の実績確認を
行ったことを証する資料を本機関に提出し、業務規程第６４
条の４第１項の規定により本機関が行う確認等の回答を事前
に得なければならない。
７ 一般送配電事業者若しくは配電事業者又は電気供給事業者
は、本機関から業務規程第６４条の４第２項の規定により追
加の資料の提出を求められた場合には、速やかにこれに応じ
なければならない。
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＜変更前＞ ＜変更後＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（参考）Ｎ－１電制本格適用に関する規定の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）④

（新設） 附則（令和 年 月 日）

（施行期日）
第１条 本指針は、経済産業大臣の認可を受けた日から施行す
る。
２ 前項の規定にかかわらず、第６４条の２第４項から第７項
までの規定は、経済産業大臣の認可を受けた日又は全ての一
般送配電事業者によるＮ－１電制の費用精算に関する託送供
給等約款の変更の効力が生じた日のいずれか遅い日から施行
する。


